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奈良市議会会議規則の一部改正について 

 

奈良市議会会議規則の一部を次のように改正しようとする。 
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   奈良市議会会議規則の一部を改正する規則 

奈良市議会会議規則（昭和４９年奈良市議会規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７０条の見出し中「起立」を「電子表決システム等」に改め、同条第１項

中「問題を可とする者を起立させ、起立者」を「電子表決システム（議員が、

問題を可とする場合は賛成のボタンを、問題を否とする場合は反対のボタンを

押すことにより表決し、その結果を議場内に表示する装置をいう。以下同じ。）

により賛成のボタンを押した者」に改め、同条第２項中「議長が」を「前項の

場合において議長が」に、「しがたい」を「し難い」に、「、又は」を「又は

第１項若しくは前項の規定による」に改め、同項を同条第４項とし、同条第１

項の次に次の２項を加える。  

２ 議員は、電子表決システムによる表決においては、賛成のボタン又は反対

のボタンを押さなければならない。ただし、議長が表決を終了する旨の宣告

をした場合において、賛成のボタン又は反対のボタンのいずれも押していな

い者は、問題を否としたものとみなす。 

３ 第１項の規定にかかわらず、議長は、必要があると認めるときは、問題を

可とする者を起立させ、起立者の多少を認定して可否の結果を宣告すること

ができる。 

 第７６条中「起立」を「電子表決システム又は起立」に改める。 

 第１２４条の見出し中「起立」を「起立等」に改め、同条第２項中「委員長

が」を「第１項の場合において委員長が」に、「しがたい」を「し難い」に、

「、又は」を「又は第１項若しくは前項の規定による」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員長は、必要があると認めるときは、電子表

決システムにより賛成のボタンを押した者の多少を認定して可否の結果を宣

告することができる。この場合において、委員の表決については、第７０条

第２項の規定を準用する。 

 第１３０条中「方法」の次に「又は電子表決システム」を加える。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

（提案理由） 

 電子表決システムの導入に伴い、所要の改正を行おうとするものである。 



 

規則制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市議会会議規則の一部を改正する規則 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃 

の概要 

１．会議における表決について、電子表決システムにより行うこ

ととする。（第70条・第76条関係） 

 

 

２．委員会における表決について、電子表決システムにより行う

ことができることとする。（第124条・第130条関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・議場に電子表決システムが導入されること

に伴い、表決に係る規定の改正を行う。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 議会事務局 議事調査課 

備考（予算措置、意見・問題点等）  
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奈良市議会会議規則 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（起立       による表決） （電子表決システム等による表決） 

第70条 議長が表決を採ろうとするときは、問題を可とする者を起立させ、

起立者                               

                                  

                  の多少を認定して可否の結果を宣

告する。 

第70条 議長が表決を採ろうとするときは、電子表決システム（議員が、問

題を可とする場合は賛成のボタンを、問題を否とする場合は反対のボタン

を押すことにより表決し、その結果を議場内に表示する装置をいう。以下

同じ。）により賛成のボタンを押した者の多少を認定して可否の結果を宣

告する。 

 ２ 議員は、電子表決システムによる表決においては、賛成のボタン又は反

対のボタンを押さなければならない。ただし、議長が表決を終了する旨の

宣告をした場合において、賛成のボタン又は反対のボタンのいずれも押し

ていない者は、問題を否としたものとみなす。 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、議長は、必要があると認めるときは、問題

を可とする者を起立させ、起立者の多少を認定して可否の結果を宣告する

ことができる。 

２ 議長が         起立者の多少を認定しがたいとき、又は   

            議長の宣告に対して出席議員４人以上から異議

があるときは、議長は、記名又は無記名の投票で表決を採らなければなら

ない。 

４ 前項の場合において議長が起立者の多少を認定し難い とき又は第１項

若しくは前項の規定による議長の宣告に対して出席議員４人以上から異議

があるときは、議長は、記名又は無記名の投票で表決を採らなければなら

ない。 

（簡易表決） （簡易表決） 

第76条 議長は、問題について異議の有無を会議に諮ることができる。異議

がないと認めるときは、議長は、可決の旨を宣告する。ただし、議長の宣

告に対して、出席議員４人以上から異議があるときは、議長は、起立     

      の方法で表決を採らなければならない。 

第76条 議長は、問題について異議の有無を会議に諮ることができる。異議

がないと認めるときは、議長は、可決の旨を宣告する。ただし、議長の宣

告に対して、出席議員４人以上から異議があるときは、議長は、電子表決

システム又は起立の方法で表決を採らなければならない。 

（起立 による表決） （起立等による表決） 

第124条 委員長が表決を採ろうとするときは、問題を可とする者を起立さ

せ、起立者の多少を認定して可否の結果を宣告する。 

第124条 委員長が表決を採ろうとするときは、問題を可とする者を起立さ

せ、起立者の多少を認定して可否の結果を宣告する。 
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現行 改正案 

 ２ 前項の規定にかかわらず、委員長は、必要があると認めるときは、電子

表決システムにより賛成のボタンを押した者の多少を認定して可否の結果

を宣告することができる。この場合において、委員の表決については、第

70条第２項の規定を準用する。 

２ 委員長が          起立者の多少を認定しがたいとき、又は 

              委員長の宣告に対して出席委員から異議が

あるときは、委員長は、記名又は無記名の投票で表決を採らなければなら

ない。 

３ 第１項の場合において委員長が起立者の多少を認定し難い とき又は第

１項若しくは前項の規定による委員長の宣告に対して出席委員から異議が

あるときは、委員長は、記名又は無記名の投票で表決を採らなければなら

ない。 

（簡易表決） （簡易表決） 

第130条 委員長は、問題について異議の有無を会議に諮ることができる。異

議がないと認めるときは、委員長は、可決の旨を宣告する。ただし、委員

長の宣告に対して、出席委員から異議があるときは、委員長は、起立の方

法          で表決を採らなければならない。 

第130条 委員長は、問題について異議の有無を会議に諮ることができる。異

議がないと認めるときは、委員長は、可決の旨を宣告する。ただし、委員

長の宣告に対して、出席委員から異議があるときは、委員長は、起立の方

法又は電子表決システムで表決を採らなければならない。 

 


